
今後、FAX送信がご不要なお客様は下記に社名と□に
チェックの上、お手数ですがFAXでご返信お願いします。

御社名

□ FAX 通信は不要 FAX 049-279-5203

埼玉県公安委員会　第431260005476号
社団法人  仮設工業会 会員
https://ashibao.jp/

まずは　　　　　　　　　又は各営業担当までお電話下さい！
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R6 年 4月13日発行このFAXは、日頃より私どもとお取引頂いている企業様及び、ご愛顧いただきたい企業様宛に定期的に配信させていただいております。　

2024年、政府が建設業界に対して「5%の賃上げ」を要求したことが話題となりました。
公共工事の労務単価も引き上げられ、大手ゼネコンを始めとし、業界全体でのベースアップが期待されています。
しかし、公共工事だけでなく民間工事単価の引き上げもできるよう、発注者が価格転嫁に協力することも必要になってきます。
中小企業まで賃金アップは出来るのでしょうか？賃上げのためにはどのようなことが必要になるのでしょうか？
足場王では、顧客の皆様に「賃上げ」に関するアンケート調査を行いましたので、実態についてご紹介致します。

賃上げ賃上げ
政府、建設業界に5％の賃上げを要求！政府、建設業界に5％の賃上げを要求！

中小企業まで広がるのか？中小企業まで広がるのか？はは
足場王が独自調査

2024年度に賃上げを実施しますか？

世間では賃上げムードですが、「賃上げする」 「賃上げする方向で検討中」と
賃上げに前向きな回答したのは41.6%と半数を割っているという結果が出ました。
実際の現場では「検討中」が半数を占め、どちらにするのか判断できない慎重な様子が伺えます。

●ベースアップまたは時給、日当のアップ
●賞与の増額

賃上げの内容

●3％～6%を目安に賃上げする企業が大多数
●中には10％以上の賃上げを行う企業も！

賃上げ率は2023年度と比較してどの程度か

「実施する」「実施する方向で検討中」と答えた方の回答

最新の情報は関連省庁のホームページをチェック！

賃金引き上げに関する支援（中小企業向け）
賃上げ促進税制 業務改善助成金

●製品・サービス単価の値上げ
●製品・サービスの受注拡大

●従業員教育（生産性向上）
●仕入れ・受注単価の低減

賃上げを実施する上で必要なこと

賃上げをする場合もしない場合も、製品・サービス単価への
価格転嫁 は今後も企業成長のためのポイントになります。
賃上げに関する助成金などを活用し、従業員満足度や人材
確保の向上に繋げて行きましょう。

2024年4月調査

足場工事業の皆様に聞いた！
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